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住民基本台帳
人　　　　口
(22.3.31現在)

14万3532人

区分 歳出額（A） 実質収支 人件費（B）
人件費率
(B)／(A)

＜参考＞
20年度の
人件費率

普通会計
504億4785万

4000円
8億5693万

4000円
96億1982万

5000円
19.1％ 19.5％

特別会計
341億8355万

2000円
3億9738万

1000円
7億3531万

8000円
2.2％ 2.1％

計
846億3140万

6000円
12億5431万

5000円
103億5514万

3000円
12.2％ 11.8％

区　分
職員数
（A）

給　　　　与　　　　費 １人当り
給 与 費
(B)／(A)

給　　 料 職員手当
期末・勤勉

手当
計（B）

普通会計 959人
36億8404万

8000円
9億6741万

8000円
14億6599万

円
61億1745万

6000円
637万8995円

特別会計 87人
3億3968万

6000円
8175万

5000円
1億3621万

3000円
5億5765万

4000円
640万9816円

計 1046人
40億2373万

4000円
10億4917万

3000円
16億220万

3000円
66億7511万

円
638万1558円

区　分 土 浦 市 茨 城 県 国

平均給料
月 額

33万4215円 34万4058円 32万5579円

平均年齢 43.7歳 42.7歳 41.9歳

区　分 土 浦 市 茨 城 県 国

大 学 卒 18万5800円 17万2200円 17万2200円
（Ⅱ種）

高 校 卒 14万0100円 14万0100円 14万0100円

区　分
経  験  年  数

10年 15年 20年

大 学 卒 25万0013円 29万8475円 35万1200円

高 校 卒 23万7050円 26万7733円 31万0380円

区　　分 給料・報酬の月額 期末手当
（平成22年度支給割合）

市 長
副 市 長

給料
67万7600円
79万0000円 ６月期　1.45月分

12月期　1.45月分

　計　　2.90月分

議 長
副 議 長
議 員

報酬
57万0000円
50万0000円
46万7000円

区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

計標準的な
職務内容

主　事 主　幹 係　長
課長補佐
主　査

課　長 
副参事

参　事 部　長

職 員 数 41人 89人 154人 149人 95人 8人 9人 545人

構 成 比 7.5％ 16.3％ 28.3％ 27.3％ 17.4％ 1.5％ 1.7％ 100％

土
浦
市
の
職
員
給
与
・
定
員
管
理
等
の
公
表

　

土
浦
市
職
員
の
給
与
は
、
国
や
県
、
ほ
か
の
市
町
村
職
員
の
給
与
、
ま
た
は
民
間
企
業
の
給
与
な
ど
を
踏
ま
え
て
、「
土

浦
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
」
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
職
員
の
給
与
は
、
給
料
と
扶
養
手
当
、
通
勤
手
当
な
ど
の
諸

手
当
か
ら
成
り
た
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
こ
う
し
た
職
員
給
与
な
ど
の
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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４
）

人件費の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成21年度決算）

職員給与費の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成21年度決算）

一般行政職の初任給の状況 （平成22年４月１日現在）

一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　 （平成22年４月１日現在）

一般行政職の平均給料月額および平均年齢の状況
　　　　　　　　　　　　　　 （平成22年４月１日現在）

一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　　　　　　　　　　　　　　 　（平成22年４月１日現在）

特別職の報酬等の状況　　　 （平成22年４月１日現在）

※人件費とは、一般職の給与(給料＋手当)、退職手当負担金、共済組合負担金、特別職の給料、

報酬などをいいます。

　実質収支とは、歳入総額から歳出総額および翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額を

いいます。

※職員手当には、退職手当を含みません。

　職員数は平成21年４月１日の一般職（教育長および派遣職員11人を除く）の人数です。

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務して

いる場合は、採用後の年数をいいます。

※土浦市職員の給与に関する条例で定める行政職給料表の級区分による職員数です。

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

　消防職、企業職、技能労務職は含まれていません。



9　広報つちうら　2011.3.1

区　分 土  浦  市 国

期 末 手 当

勤 勉 手 当

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　　勤勉手当

　　６月期　　1.25月分　　0.70月分

　　12月期　　1.50月分　　0.70月分

　　　計　　　2.75月分　　1.40月分

　　　　　　期末手当　　勤勉手当

　　６月期　　1.25月分　　0.70月分

　　12月期　　1.50月分　　0.70月分

　　　計　　　2.75月分　　1.40月分

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　　勤勉手当

　　６月期　　1.25月分　　0.70月分

　　12月期　　1.35月分　　0.65月分

　　　計　　　2.60月分　　1.35月分

職制上の段階、職務の級等による加算

措置→有

　　　　　　　期末手当　　勤勉手当

　　６月期　　1.25月分　　0.70月分

　　12月期　　1.35月分　　0.65月分

　　　計　　　2.60月分　　1.35月分

職制上の段階、職務の級等による加算

措置→有

退 職 手 当

（平成22年度支給率） （平成22年度支給率）

　　　　　　　 自己都合　勧奨・定年

　勤続20年　　23.50月分　30.55月分

　勤続25年　　33.50月分　41.34月分

　勤続35年　　47.50月分　59.28月分

　最高限度額　59.28月分　59.28月分

　その他の加算措置

　　→定年前早期退職特例措置

　　　（２％～20％加算）

　　　　　　　 自己都合　勧奨・定年

　勤続20年　　23.50月分　30.55月分

　勤続25年　　33.50月分　41.34月分

　勤続35年　　47.50月分　59.28月分

　最高限度額　59.28月分　59.28月分

　その他の加算措置

　　→定年前早期退職特例措置

　　　（２％～20％加算）

区　　分 職　員　数（人） 前年との 
比　　較部　　門 平成20年 平成21年 平成22年

一般行政部門

議　　 会 ９ ９ ９ ０

総　　 務 １７３ １６４ １５８ △６

税　　 務 ６３ ６２ ６２ ０

民　　 生 １８８ １９６ １９３ △３

衛　　 生 ７５ ７６ ７６ ０

労　　 働 ３ ３ ３ ０

農林水産 ３０ ３１ ３１ ０

商　　 工 １４ １３ １２ △１

土　　 木 ８９ ８５ ９２ ７

小 　 計 ６４４ ６３９ ６３６ △３

特別行政部門

教　　 育 １６２ １４９ １３９ △１０

消　　 防 １７９ １８０ １８０ ０

小 　 計 ３４１ ３２９ ３１９ △１０

普通会計　　　計 ９８５ ９６８ ９５５ △１３

公営企業等
会計部門

水　　 道 ２１ ２１ ２１ ０

下 水 道 ２３ ２４ ２４ ０

そ の 他 ４９ ４２ ４０ △２

小 　 計 ９３ ８７ ８５ △２

合　　　　　　計 １，０７８ １，０５５ １，０４０ △１５

職員手当のうち、期末・勤勉手当、退職手当の支給概況

部門別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在）

※勤勉手当支給割合は、勤務評定結果が標準の者の割合です。

※退職手当の支給率は、県内全市町村同率です。


